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84.8%

45.3%

7.2%

0.1%

0.4%

12.2%

0.6%

その他の経常収入
47百万円

財政調整事業交付金
78百万円

別途積立金繰入
1,500百万円

保険料
10,432百万円

その他の経常支出
 6百万円

予備費
338百万円

2.7%

保険給付費
5,580百万円
法定給付費
5,306百万円（43.1%）
付加給付費
274百万円（2.2%）

経常支出合計
11,719百万円

支出

12,309百万円
合計

経常収入合計
10,479百万円

収入

12,309百万円
合計

41.9%

前期高齢者納付金
1,956百万円（15.9%）
後期高齢者支援金
2,522百万円（20.5%）
退職者給付拠出金
679百万円（5.5%）
老人保健拠出金
82千円（－）

納付金
5,158百万円

0.8%
事務費
96百万円 2.0%

調整保険料収入・他
252百万円保健事業費

879 百万円

2.0%
財政調整事業拠出金・
その他の経常外支出
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252百万円 ２
０
１
１
年
度
の

収
入
支
出
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た
の
で
、

そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

２
０
０
８
年
４
月
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
高
齢
者
医
療
制
度
に

関
わ
る
法
改
正
以
降
、高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
支
出
で
あ
る「
納

付
金
」
の
負
担
が
、
健
保
組
合
の
財
政
を
圧
迫
し
て
い
ま
す
。

昨
年
５
月
に
は
「
協
会
け
ん
ぽ
へ
の
国
庫
負
担
肩
代
わ
り
」
法

案
が
成
立
し
、
さ
ら
な
る
納
付
金
の
負
担
が
健
保
組
合
へ
課
せ

ら
れ
ま
し
た
。

　

こ
う
し
た
状
況
下
で
編
成
さ
れ
た
２
０
１
１
年
度
予
算
は
、

経
常
収
入
１
０
４
・
８
億
円
に
対
し
経
常
支
出
は
１
１
７
・
２
億

円
で
、
収
支
差
引
額
は
12
・
４
億
円
の
赤
字
と
な
り
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
、
こ
う
し
た
赤
字
に
は
過
去
の
別
途
積
立
金
等
の

活
用
で
カ
バ
ー
し
て
き
ま
し
た
が
、
そ
の
残
高
は
年
々
減
少
し

て
お
り
、
今
後
予
測
さ
れ
る
納
付
金
等
の
負
担
増
に
対
応
す
る

余
力
が
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、
今
後
さ
ら
な
る
保
険
料
率

の
引
き
上
げ
が
不
可
避
の
状
態
に
あ
り
ま
す
が
、
２
０
１
１
年

度
は
そ
の
第
一
歩
と
し
て
保
険
料
率
を
58
‰
か
ら
63
‰
へ
引
き

上
げ
る
こ
と
で
対
応
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
、引
き
上
げ
後
も
な
お
、全
国
の
平
均
保
険
料
率
（
前

年
度
は
76
・
16
‰
）
と
協
会
け
ん
ぽ
（
平
均
95
‰
）
よ
り
低
い

保
険
料
率
水
準
を
維
持
し
て
い
ま
す
。
当
健
保
組
合
で
は
、
こ

の
厳
し
い
状
況
を
乗
り
切
り
、
今
後
も
み
な
さ
ま
の
健
康
を
支

え
る
た
め
、
事
業
の
効
率
化
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
み

な
さ
ま
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。　

　　

保
険
料
収
入
は
保
険
料
率
の
引
き
上
げ
お
よ
び
被
保
険
者

数
の
増
加
等
に
よ
り
、
前
年
度
予
算
よ
り
12
・
８
％
増
加
し

約
１
０
４
・
３
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。
収
入
の
不
足
分
は

別
途
積
立
金
を
繰
り
入
れ
て
補
い
ま
す
。

　

保
険
給
付
費
は
前
年
度
予
算
よ
り
４
・
４
％
増
加
し
約
55
・

８
億
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
拠
出
で

あ
る
納
付
金
は
51
・
６
億
円
で
、
保
険
料
収
入
の
約
５
割
を
占

め
る
重
い
負
担
が
続
い
て
い
ま
す
。

　

な
お
、
２
０
１
２
年
度
以
降
の
保
険
料
率
に
つ
い
て
は
、

２
０
１
３
年
３
月
か
ら
の
導
入
が
検
討
さ
れ
て
い
る
高
齢
者
医

療
制
度
の
抜
本
改
革
法
案
の
成
立
後
、
そ
の
影
響
を
見
極
め
、

収
支
の
バ
ラ
ン
ス
に
見
合
っ
た
必
要
な
保
険
料
率
水
準
を
検
討

し
て
い
き
ま
す
。

※
関
連
法
案
の
通
常
国
会
へ
の
提
出
は
調
整
が
難
航
し
て
お
り
、
不

透
明
な
情
勢
で
す
（
２
０
１
１
年
４
月
現
在
）。

※経常収支差引額は年度ごとの振幅が大きいが、主たる原因は高齢者医療制度への
「納付金」（拠出金）の増減にある。

（単位 : 億円）

2005
年度決算

0.3

2006
年度決算

▲5.7

2007
年度決算

▲3.9

2008
年度決算

▲1.7

2009
年度決算

▲2.7

2010
年度見込

▲7.2

経常収支差引額の推移
2011
年度予算

▲12.4

2011年度

（％は総額に占める割合）

青字の項目…経常収入・経常支出
黒字の項目…経常外収入・経常外支出

　基本的には毎期
経常

的、反復的に発生
する

収入支出。ただし
、再

保険の回収にあた
る財

政調整事業交付金
が経

常収支から除かれ
てお

り、企業会計の概
念と

は異なるものです
。

　臨時的に発生す
る収

入支出。

用
語
を

チ
ェッ
ク
！

経 常 収 支

経常外収支

2011年度　収支概要

支
　
出

収
　
入

組合概況（予算算出の基礎数値）

＊特定保険料率は、高齢者医療制度のために外部に拠出する「納付金」を保険料率
で表したもの

被保険者数
平均標準報酬月額
保険料率
　事業主
　被保険者
保険料率のうち
特定保険料率（＊）
介護保険料率
　事業主
　被保険者

2010年度予算
23,000 人
427,000 円
58.0 ／ 1000
39.0 ／ 1000
19.0 ／ 1000

22.32 ／ 1000

8.4 ／ 1000
4.2 ／ 1000
4.2 ／ 1000

24,500 人
416,000 円
63.0 ／ 1000
41.5 ／ 1000
21.5 ／ 1000

30.33 ／ 1000

9.2 ／ 1000
4.6 ／ 1000
4.6 ／ 1000

＋ 1,500 人
▲ 11,000 円
＋ 5.0 ／ 1000
＋ 2.5 ／ 1000
＋ 2.5 ／ 1000

＋ 0.8 ／ 1000
＋ 0.4 ／ 1000
＋ 0.4 ／ 1000

増　減2011年度予算

＋ 8.01 ／ 1000


